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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 1 回：従来との変更点（1） 

2015.09.09 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

1． はじめに 

企業会計基準委員会は、平成 25 年 9 月 13 日に企業会計基準及び関連する他の改正会計基準等を

公表しました。 

企業結合に関する会計基準等については、企業会計基準委員会において、ステップ 1 とステップ 2 と

に区分して見直しが行われていました。 

具体的には、平成 20 年 12 月にステップ 1 の見直しについて完了した後、ステップ 2 において、既存

の差異に関連するプロジェクト項目として、主に国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準

審議会（FASB）の企業結合に関する共同プロジェクト（フェーズ 2）で取り上げられた論点を対象として

検討がなされました。今回の改正は、その結果に基づくものです。 

 

2． 改正される会計基準等 

改正された会計基準等及びそれに対応して改正された実務指針は、以下のとおりです。 

企業結合  会計基準  企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（以下

「企業結合会計基準」という。） 

企業会計基準第 7 号「事業分離等に関する会計基準」（以下

「事業分離会計基準」という。）  

適用指針  企業会計基準適用指針第 10 号「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（以下「結合分離適用

指針」という。）  

連結  会計基準  企業会計基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」

（以下「連結会計基準」という。）  

実務指針等  会計制度委員会報告第 4 号「外貨建取引等の会計処理に関

する実務指針」（以下「外貨建実務指針」という。）  

会計制度委員会報告第 6 号「連結財務諸表における税効果

会計に関する実務指針」（「連結税効果実務指針」という。）  

会計制度委員会報告第 7 号「連結財務諸表における資本連

結手続に関する実務指針」（以下「資本連結実務指針」とい

う。）  

会計制度委員会報告第 7 号（追補）「株式の間接所有に係る

資本連結手続に関する実務指針」  

会計制度委員会報告第 9 号「持分法会計に関する実務指

針」（以下「持分法実務指針」という。）  
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「金融商品会計に関する Q&A」  

「土地再評価差額金の会計処理に関する Q&A」  

純資産の部  会計基準  企業会計基準第 5 号「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（以下「純資産の部の表示会計基準」という。） 

適用指針  企業会計基準適用指針第 8 号「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」  

キャッシュ・フロー計算

書  

実務指針  会計制度委員会報告第8号「連結財務諸表等におけるキャッ

シュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」（以下「連結 C

／F 実務指針」という。）  

株主資本等変動計算書  会計基準  企業会計基準第 6 号「株主資本等変動計算書に関する会計

基準」（以下「株主資本会計基準」という。） 

企業会計基準第 25 号「包括利益の表示に関する会計基準」

（以下「包括利益の表示会計基準」という。）  

適用指針  企業会計基準適用指針第 9 号「株主資本等変動計算書に関

する会計基準の適用指針」（以下「株主資本適用指針」とい

う。）  

1 株当たり情報  会計基準  企業会計基準第 2 号「1 株当たり当期純利益に関する会計基

準」（以下「EPS 会計基準」という。）  

適用指針  企業会計基準適用指針第4号「1株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（以下「EPS 適用指針」という。）  

 

なお、従来から変更又は新設された主な会計基準の定めの概要は以下の通りです。 

 

（1） 会計処理方法に関する改正 

① 支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動 

改正前 改正後 関連する会計基準等の定め 

親会社の持分変動による差額

は、追加取得の場合はのれん

又は負ののれん、一部売却の

場合は持分変動差額等として損

益に計上する。  

親会社の持分変動による差額

は、資本剰余金に計上する。

※1、3 

連結会計基準第 28 項から第 30-2 項 

事業分離会計基準第 17 項から第 19 項 

子会社株式の一部を売却した場

合、親会社の持分変動による差

額のうち、子会社が計上してい

子会社株式の一部を売却した場

合、売却した株式に対応する持

分には、子会社に係るその他の

資本連結実務指針第 42 項外貨建実務

指針第 42-3 項、設例 13 



3 

る評価・換算差額等に係る部分

については、子会社株式の売却

により連結上の実現損益となる

ため、個別財務諸表上の子会社

株式売却損益（当該部分がすで

に含まれている。）の修正に含

めない。  

包括利益累計額が含まれるが、

売却持分には、その他の包括利

益累計額は含まれない。なお、

この処理に伴って減少したその

他の包括利益累計額は当期純

利益を構成するものではないた

め、組替調整額の対象とはなら

ず、連結株主資本等変動計算

書における当連結会計年度の

増減として表示する。  

連結財務諸表上の売却簿価は

売却前の金額に基づき算定した

以下の項目の加減算額となり、

これと個別貸借対照表上の投資

減少額との差額のうち、すでに

連結上損益処理されている部分

を子会社株式売却損益の修正

として処理する。  

①資本×売却持分比率＝増額

する少数株主持分  

②のれん未償却額×売却持分

比率÷売却前親会社持分比率

＝減少するのれん  

支配獲得時に計上したのれんの

未償却額については、子会社株

式を一部売却した場合等におい

て減額しない。  

資本連結実務指針第 44 項  

資本連結実務指針第 66-3 項  

（新設）  子会社への投資の追加取得や

一部売却が行われた後に支配

を喪失して関連会社になった場

合、関連会社として残存する持

分比率に相当するのれんの未

償却額を算定する。  

資本連結実務指針第 45-2 項、第 66-6

項  

（新設）  子会社への投資の追加取得及

び一部売却等によって生じた資

本剰余金は、その後当該子会社

株式を売却などした結果、支配

を喪失したとしても、純損益や利

益剰余金に振り替えることなく、

そのまま資本剰余金に計上す

る。  

資本連結実務指針第 49-2 項  

外貨建実務指針第 42-3 項なお書き  
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（新設）  子会社への投資を一部売却した

場合は、親会社の持分変動によ

る差額（売却により生じた親会

社の持分の減少額と売却価額と

の差額）に係る法人税等相当額

について、連結仕訳上、法人

税、住民税及び事業税を相手勘

定として資本剰余金から控除す

る  

連結税効果実務指針第 39 項  

（新設）  連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係

るキャッシュ・フローについて

は、当該変動に関連するキャッ

シュ・フローを、非支配株主との

取引として「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の区分に記載す

る。  

連結 C／F 実務指針第 9-2 項  

 

② 取得関連費用 

改正前 改正後 関連する会計基準等の定め 

取得とされた企業結合に直接要

した支出額のうち、対価性が認

められる外部のアドバイザー等

に支払った特定の報酬・手数料

等は取得原価に含め、それ以外

の支出額は発生時の事業年度

の費用として処理する。  

取得関連費用は、発生した事業

年度の費用として処理する。

※2、3 

企業結合会計基準第 26 項、第 94 項  

（新設）  連結キャッシュ・フロー計算書等

の作成基準では、連結範囲の変

動を伴う子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フロー

は、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の区分に独立の項目と

して記載することとされている。

なお、連結範囲の変動を伴う子

会社株式の取得に係る取得関

連結 C／F 実務指針第 8-2 項なお書き、

第 9-2 項なお書き  
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連費用、及び連結範囲の変動を

伴わない子会社株式の追加取

得に関連して生じた費用に係る

キャッシュ・フローは、いずれも

「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」に表示する。  

 

③ 暫定的な会計処理の確定 

改正前 改正後 関連する会計基準等の定め 

暫定的な会計処理の確定が企

業結合年度の翌年度に行われ

た場合には、企業結合年度の財

務諸表はすでに確定しているた

め、企業結合年度に当該修正が

行われたとしたときの損益影響

額を、企業結合年度の翌年度に

おいて、原則として、特別損益

（前期損益修正）に計上する。  

暫定的な会計処理の確定が企

業結合年度の翌年度に行われ

た場合には、企業結合年度に当

該確定が行われたかのように会

計処理を行う。  

企業結合会計基準 第28項、（注6）なお

書き 

結合分離適用指針第 70 項第 73 項  

（新設）  暫定的な会計処理の確定が企

業結合年度の翌年度に行わ

れ、当該年度の株主資本等変

動計算書のみの表示が行われ

る場合には、期首残高に対する

影響額を区分表示するととも

に、当該影響額の反映後の期

首残高を記載する。  

株主資本会計基準第 5-3 項  

（新設）  企業結合年度の翌年度の財務

諸表と併せて表示する企業結合

年度の財務諸表の 1 株当たり情

報は、当該確定が反映された後

の金額により算定する。  

EPS 会計基準第 30-6 項 

EPS 適用指針第 36-3 項  

 

（2） 表示方法に関する改正 

改正前 改正後 関連する会計基準等の定め 

税金等調整前当期純利益に法 税金等調整前当期純利益に法 連結会計基準第 39 項（3）  
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人税額等を加減して、少数株主

損益調整前当期純利益を表示

する。  

少数株主損益調整前当期純利

益に少数株主損益を加減して、

当期純利益を表示する。  

人税額等を加減して、当期純利

益を表示する。  

2 計算書方式の場合は、当期

純利益に非支配株主に帰属す

る当期純利益を加減して、親会

社株主に帰属する当期純利益

を表示する。1 計算書方式の場

合は、当期純利益の直後に親

会社株主に帰属する当期純利

益及び非支配株主に帰属する

当期純利益を付記する。  

表示科目  

少数株主持分 

当期純利益 

当期純損失 

表示科目  

非支配株主持分 

親会社株主に帰属する当期

純利益 

親会社株主に帰属する当期

純損失  

連結会計基準第 26 項、第 39 項（3）、純

資産の部の表示会計基準第 7 項、株主

資本会計基準第 7 項、包括利益の表示

会計基準第 6 項、EPS 会計基準第 12 項

等  

※1 持分法適用会社株式の追加取得や一部売却等の場合に、追加取得持分と追加取得額との差額

又は売却（減少）持分と売却価額（払込額）との差額は、のれんもしくは負ののれん又は売却損益

の調整とされる（持分法実務指針第 2-2(4)項）。 

※2 持分法適用会社の株式を取得（追加取得を含む。）した場合、連結財務諸表上、個別財務諸表

上で株式の取得原価に含まれた付随費用は投資原価に含まれる（持分法実務指針第 2-2(3)項、

第 36-4 項）。 

※3 持分法適用非連結子会社は、連結の範囲から除いても連結財務諸表へ与える影響が乏しいため

に持分法を適用しているものであり、この点を踏まえると、※1 及び※2 の会計処理は、連結子会

社の会計処理に準じた取扱い又は関連会社と同様の取扱いのいずれもが認められる（持分法実

務指針第 3-2 項）。 

 

3． 改正点の内容 

（1） 支配が継続している場合の連結子会社に対する親会社の持分変動 

① 連結子会社に対する親会社持分が変動した場合 

改正前では、連結子会社の株式を追加取得した場合には、変動する持分額と取得価額との差額をの

れん又は負ののれんに計上し、連結子会社株式を一部売却した場合には、減少する持分額と個別財

務諸表上の売却簿価との差額を売却損益の修正として処理し、また、売却に伴うのれんの償却額につ

いても同様に処理するという会計処理が採用されていました。また、連結子会社の時価発行増資等の

場合には、当該時価発行増資により、親会社持分比率が増加する場合にはのれんを計上し、親会社

持分比率が減少する場合には、持分変動差額を損益に計上する会計処理が採用されていました。 
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改正後では、わが国において重視されている親会社株主の視点からは、国際的な会計基準と同様の

会計処理を行うことを導き出すことは必ずしも容易ではないものの、国際的な会計基準との比較可能

性の確保という観点により、親会社の持分変動による差額は、資本剰余金に計上することとされました

（連結会計基準第 28 項から第 30 項）。また、親会社の持分変動による差額を資本剰余金の増減とし

て会計処理をした結果、資本剰余金が負の値となる場合には、連結会計年度末において、資本剰余

金を零とし、当該負の値を利益剰余金から減額することとなりました（連結会計基準 30-2）。 

 

非支配株主との取引の例 （子会社株式を一部売却した場合） 

＜前提条件＞ 

 前期末に子会社株式を 80％取得（取得原価 1,000、子会社純資産 1,000、のれん 200 発生（5 年償

却））した。 

 当期末に 20％を売却（売却価額 300、子会社純資産 1,000）した。なお、税効果については考慮しな

いものとする。 

 

当期末の個別仕訳 

 

 

当期末の連結仕訳（改正前） 

 
※1 当期ののれん償却額 200×1／5＝40 

※2 1,000÷80％×20％＝250 

 

当期末の連結仕訳（改正後） 
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※3 子会社純資産 1,000×20%＋のれん未償却残高 160÷80％×20％=240 

※4 子会社純資産 1,000÷80％×20％=200 

 

② 企業結合や事業分離が行われた場合 

企業結合や事業分離が行われた場合に生じる非支配株主との取引については、連結会計基準にお

ける子会社株式の追加取得及び一部売却等の取扱いに準じて処理します（企業結合会計基準第 46

項、事業分離会計基準第 17 項から第 19 項）。そのため、吸収分割することにより、ある事業の持分

比率が減少する場合は、非支配株主との取引について、以下のような取扱いになります。 

 

非支配株主との取引の例（分離する事業に対する親会社持分が減少する場合） 

＜前提条件＞ 

 X2 年 3 月 31 日に、分離元企業（吸収分割会社）A 社は、吸収分割により a 事業を B 社の 100％子

会社である分離先企業（吸収分割承継会社）Y 社に移転した。 

 A 社は、Y 社が a 事業の対価として発行する株式を受け取った結果、Y 社は、A 社の 80％子会社と

なった。なお、事業分離前には、分離元企業は、分離先企業の株式を保有していない。 

 

事業分離前 
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事業分離後 

 
 

A 社が保有していた a 事業は、吸収分割により Y 社が取得しますが、Y 社は A 社の 80%子会社になる

ため、A 社は Y 社を通じて a 事業の持分を継続して保有し続けます。しかしながら、A 社の a 事業の持

分比率は、吸収分割の前後で 100%から 80%へ減少することになります。「分離元企業の a 事業が移転

されたとみなされる額（a 事業の時価×（1－80％）」と「移転した事業に係る親会社の持分の減少額（a

事業に係る株主資本相当額×（1－80%）」との間に生じた差額 については、改正前は持分変動差額

として連結損益計算書に計上していましたが、改正後は資本剰余金として連結株主資本等変動計算

書に計上することになります。 

 

 

なお、改正後では非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する事項として、非支配株主と

の取引によって増加又は減少した資本剰余金について、主な要因及び金額の注記が要求されることと

なりました。なお、当該注記が要請されるのは、連結財務諸表のみであり、個別財務諸表には要請さ

れません（企業結合会計基準第 52 項(4)）。 

 

改正内容をまとめると、以下の表のようになります。 
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  改正前 改正後 

会計処理  

（子会社に対する支配が継続してい

る場合の親会社持分変動による差

額の処理）  

親会社持分増加の場合の差額は

「のれん」又は「負ののれん」に計

上  

親会社持分減少の場合の差額は

「持分変動損益」に計上。  

親会社持分変動に係る対価と親

会社持分との差額は「資本剰余

金」に計上。  

注記  

（共通支配下の取引等に係る注記

事項）  

発生したのれんの金額、発生原

因、償却方法及び償却期間（負の

のれんの場合には、負ののれんの

金額及び発生原因）。  

増加又は減少した資本剰余金  

の主な変動要因及び金額（個別財

務諸表においては当該注記を要し

ない）。  

 

（2） 取得関連費用の取扱い 

改正前では、取得とされた企業結合に直接要した支出額のうち、取得の対価性が認められる外部のア

ドバイザー等に支払った特定の報酬・手数料等は取得原価に含め、それ以外の支出額は発生時の事

業年度の費用として処理することとされていました。これは、取得はあくまで等価交換取引であるとの考

え方を重視し、取得企業が等価交換の判断要素として考慮した支出額に限って取得原価に含めること

としたためです。 

改正後では、国際的な会計基準に基づく財務諸表との比較可能性を改善するという観点や、取得関

連費用のどこまでを取得原価の範囲とするかが不明瞭であるという実務上の問題点を解消する観点

により、取得関連費用は事業年度の費用として処理することとされました。（企業結合会計基準第 26

項、第 94 項） 

また、企業結合の実態を把握するにあたり有用な情報であるため、国際的な会計基準も参考にして、

取得原価の算定等に関する事項として主要な取得関連費用の内容及び金額を注記することとされま

した。（企業結合会計基準第 49 項（3）④、第 126-2 項） 

なお、個別財務諸表における子会社株式の取得原価は、従来と同様に、金融商品会計基準及び金

融商品会計に関する実務指針に従って、取得の対価に付随費用を加算して算定することに留意する

必要があります（企業結合会計基準第 94 項）。 

発生した事業年度の費用として処理される取得関連費用の範囲 
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取得関連費用の取扱いの例 

＜前提条件＞ 

 取得対価 800 

 取得関連費用 200 

例  改正前 改正後 

子会社株式を新規に取得する場合  連結 1,000 

（=800+200）  

800 ※  

個別 1,000 

（＝800＋200）  

1,000 

（＝800＋200）  

合併、事業譲受、会社分割等の事業の受入により

個別財務諸表上で企業結合をする場合  

連結 1,000 

（＝800＋200）  

800 ※  

個別 1,000 

（＝800＋200）  

800 ※  

※改正前は取得関連費用 200 が取得原価に含まれることにより、連結上において、のれんに取得関連

費用相当 200 が含まれていましたが、改正後はこれが発生時に費用処理されることになります。 

 

改正内容をまとめると、以下の表のようになります。 

  改正前 改正後 

会計処理  取得の対価性が認められる外部のアド

バイザー等に支払った特定の報酬・手

数料等は取得原価に含める。  

それ以外の支出額は発生時の事業年度

の費用とする。  

取得関連費用は発生した事業年度の費

用として処理する。  

注記  －  主要な取得関連費用の内容及び金額を

注記。  
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 2 回：従来との変更点（2） 

2015.09.17 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

（3） 暫定的な会計処理の確定の取扱い 

企業結合に関する取得原価は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債のうち企業結合

日時点において識別可能なもの（識別可能資産及び負債）の企業結合日時点の時価を基礎として、

当該資産及び負債に対して企業結合日以後 1 年以内に配分する必要があります。（企業結合会計

基準第 28 項） 

ただし、企業結合日以後の決算において、配分が完了していなかった場合は、その時点で入手可能な

合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行い、その後追加的に入手した情報等に基づき配分

額を確定させます。 

暫定的な会計処理の確定が企業結合年度の翌年度に行われた場合、改正前では、企業結合年度の

財務諸表がすでに確定しているため、企業結合年度に暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分の見直しが行われたときの損益影響額を、企業結合年度の翌年度において、原則として、特別損益

（前期損益修正）に計上することとされていました。 

改正後では、国際的な会計基準と同様に、比較情報の有用性を高める観点から、追加的に入手した

情報等に基づき企業結合年度の翌年度に、暫定的な会計処理が確定した場合には、企業結合年度

に当該確定が行われたかのように会計処理を行うこととされました（企業結合会計基準（注 6）、第

104-2 項）。よって、企業結合日におけるのれん（又は負ののれん）の額も取得原価が再配分されたも

のとして処理されます。 

当該企業結合年度の翌年度の財務諸表と併せて表示する企業結合年度の財務諸表は、暫定的な会

計処理による取得原価の配分額の見直しが反映された後の金額により算定されます。 
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暫定的な会計処理の例 

＜前提条件＞ 

 A 社が B 社を吸収合併した 

 合併により A 社が発行した株式の時価は 200 

 企業結合日 ×0 年 10 月 1 日 

 決算日 3 月 31 日 

 暫定的な会計処理の内容 

時期  内容  

×1 年 3 月期  企業結合日の識別可能な無形資産の時価の算定のみ完了していないため、

暫定的な会計処理として無形資産を認識せず、取得原価 200 と B 社の純資

産 100 の差額 100 をのれんとして計上した。なお、当該のれんの償却年数は

10 年とした。  

×2 年 3 月期  無形資産の時価の算定は×2 年第一四半期に完了して 40 と評価した。これ

により取得原価の配分は確定した。なお、当該無形資産の償却年数は 5 年と

した。  
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 企業結合日（×0 年 10 月 1 日）における B 社に関する財務諸表項目 

 

暫定的な会計処理の確定をしない場合における各期の無形資産及びのれんの金額 
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企業結合日にさかのぼって暫定的な会計処理の確定をする場合における各期の無形資産及びのれ

んの金額 

 

＜改正前＞ 

暫定的な会計処理が確定した×2 年度の有報において、比較年度である×1 年 3 月期に暫定的な会

計処理の確定の影響を遡及的に反映させない 
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＜改正後＞ 

暫定的な会計処理が確定した×2 年度の有報において、比較年度である×1 年 3 月期に暫定的な会

計処理の確定の影響を遡及的に反映させる  
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なお、企業結合年度の翌年度の財務諸表と併せて表示する企業結合年度の財務諸表に暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが反映されている場合、当該企業結合年度の翌年

度の財務諸表と併せて表示する企業結合年度の財務諸表の 1 株当たり当期純利益及び潜在株式調

整後 1 株当たり当期純利益や、1 株当たり純資産額は、当該見直しが反映された後の金額により算定

されます（EPS 会計基準第 30-6 項、EPS 適用指針第 36-3 項）。 

 

改正内容をまとめると、以下の表のようになります。 

  改正前 改正後 

会計処理  

（暫定的な会計処理の確定

が、企業結合年度の翌年度に

おいて行われた場合）  

確定処理をすることの損益影響額は、

企業結合年度の翌年度において特別

損益（前期損益修正）に計上  

（⇒確定処理をした期の財務諸表で調

整をする）  

企業結合年度の財務諸表に暫定的

な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを反映  

（⇒比較情報の修正をする）  

注記  －  比較情報の 1 株当たり情報に暫定

的な会計処理の確定による影響を

反映させる  

 

（4） 表示方法に関する改正 

① 表示科目の改正 

各財務諸表の表示科目について、以下のように表示が変更されます。 

  改正前 改正後 

連結貸借対照表  少数株主持分  非支配株主持分  

連結損益計算書  少数株主損益調整前当期純利益 当期純利益  

少数株主利益  非支配株主に帰属する当期純利益 

当期純利益  親会社株主に帰属する当期純利益 

包括利益計算書  少数株主に係る包括利益  非支配株主に係る包括利益  

 

② 暫定的な会計処理の確定の処理が改正されたことに伴う株主資本等変動計算書の改正 

企業結合会計基準に従って暫定的な会計処理の確定が企業結合年度の翌年度に行われ、当該年

度の株主資本等変動計算書のみの表示が行われる場合には、期首残高に対する影響額を区分表示

するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載します。（株主資本会計基準第 5-3 項） 

 

4． 適用時期 

適用時期は次のように整理されます。（企業結合会計基準第 58-2 項、連結会計基準第 44-5 項及

び事業分離会計基準第 57-4 項） 
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  早期適用する場合  早期適用しない場

合  

遡及処理等  

① 支配が継続して

いる場合の連結子

会社に対する親会

社の持分変動  

平成 26 年 4 月 1 日

以後開始する事業

年度の期首から  

平成 27 年 4 月 1 日

以後開始する事業

年度の期首から  

過去の期間のすべてに新たな会計方針を

遡及適用した場合の累積的影響額を適用

初年度の期首の資本剰余金及び利益剰

余金に加減し、当該期首残高から新たな

会計方針を適用する。 

ただし、本会計基準が定める新たな会計

方針を、適用初年度の期首から将来にわ

たって適用することもできる。※ 平成25年

改正会計基準の適用初年度においては、

会計基準等の改正に伴う会計方針の変更

として取り扱う。  

② 取得関連費用

の取扱い  

③ 暫定的な会計

処理の確定の取扱

い  

平成 26 年 4 月 1 日

以後開始する事業

年度の期首以後実

施される企業結合

から  

平成 27 年 4 月 1 日

以後開始する事業

年度の期首以後実

施される企業結合

から  

平成 27 年 4 月 1 日（早期適用の場合は平

成 26 年 4 月 1 日）以後開始する事業年度

の期首より前に実施された企業結合の暫

定的な会計処理が、平成27年4月1日（早

期適用の場合は平成 26 年 4 月 1 日）以後

開始する事業年度において確定したときの

損益影響額は、従前の取扱いにより特別

損益に計上する。  

④ 当期純利益の

表示及び少数株主

持分から非支配株

主持分への変更  

早期適用不可  平成 27 年 4 月 1 日

以後開始する連結

会計年度の期首か

ら  

当期の連結財務諸表に併せて表示されて

いる過去の連結財務諸表の組替えを行

う。  

 

※改正基準適用前の非支配株主との取引及び取得関連費用についてについて、長期にわたり相当

程度の情報を入手することが必要になることが多く、そうした場合は実務的な対応に困難を伴うこと

となります。改正会計基準では、原則として遡及修正による累積的影響額を適用初年度の期首の

利益剰余金及び資本剰余金に反映させるとしながら、それが困難である等の条件は付さず、期首か

ら将来にわたって適用することもできるとしています。 
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3 月決算会社の場合の適用時期のイメージ図 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 3 回：企業結合会計の範囲と取得の会計処理 

2015.10.22 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

1． 定義・範囲 

企業が組織再編をする際には、買収や合併により他の企業を取得したり、会社分割や事業譲渡により

事業の一部を分離して他の企業に移転することがあります。 

これに関し、企業結合会計基準において、「企業結合」とは、ある企業又はある企業を構成する事業と

他の企業又は他の企業を構成する事業とが一つの報告単位に統合されることと定義されています（企

業結合会計基準 5 項）。この企業結合会計基準では、企業結合に該当する取引を対象とするため、共

同支配企業とよばれる企業体を形成する取引や、共通支配下の取引等も適用対象となります。また、

企業結合は、連結会計基準にいう他の企業の支配の獲得も含むため、現金を対価とする子会社株式

の取得の場合についても、連結会計基準に定めのない企業結合に関する事項については、企業結合

会計基準の適用対象となります（企業結合会計基準 66 項）。 

一方、事業分離等会計基準において、「事業分離」とは、ある企業を構成する事業を他の企業（新設さ

れる企業を含む。）に移転することと定義されています（事業分離等会計基準 4 項）。事業分離は、会

社分割や事業譲渡、現物出資等の形式をとり、分離元企業が、その事業を分離先企業に移転し対価

を受け取りますが、基本的に分離先企業においては企業結合会計基準が適用され、分離元企業では

事業分離等会計基準が適用されることになります。 

このように、組織再編に関する会計基準は、企業結合会計基準、事業分離等会計基準及び連結会計

基準という三つの会計基準に係るものとなります。図表 1 で、各会計基準に関連する項目の関係を示

しています。  

 

【図表 1】 
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2． 企業結合の会計処理 

企業結合会計基準における企業結合の会計処理は、（1）取得、（2）共通支配下の取引等、及び（3）

共同支配企業の形成の三つがあります。 

 

（1） 取得 

取得とは、ある企業が他の企業又は企業を構成する事業に対する支配を獲得すること（企業結合会

計基準 9 項）と定義されており、後述の共同支配企業の形成（企業結合会計基準 11 項）及び共通支

配下の取引等（企業結合会計基準 16 項）以外の企業結合が該当します。 

 

（2） 共通支配下の取引等 

企業集団内における組織再編の会計処理には、共通支配下の取引と非支配株主との取引（以下、あ

わせて、共通支配下の取引等）があります。 

「共通支配下の取引」とは、結合当事企業（又は事業）のすべてが、企業結合の前後で同一の株主に

より最終的に支配され、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいうこととされます（企業

結合会計基準 16 項）。親会社と子会社の合併及び子会社同士の合併は、共通支配下の取引に含ま

れます。これに対して、非支配株主から、子会社株式を追加取得する取引を「非支配株主との取引」と

いいます。 

 

（3） 共同支配企業の形成 

「共同支配企業」とは、複数の独立した企業により共同で支配される企業をいい、「共同支配企業の形

成」とは、複数の独立した企業が契約等に基づき、当該共同支配企業を形成する企業結合をいうこと

とされます（企業結合会計基準 11 項）。 

ある企業結合を共同支配企業の形成と判定するためには、共同支配投資企業となる企業が、複数の

独立した企業から構成されていること及び共同支配となる契約等を締結していることに加え、次の要件

を満たしていなければならないとされます（企業結合会計基準 37 項）。 

 

a．企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則として、議決権のある株式であること 

企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則として、議決権のある株式であると認められるた

めには、同時に次の要件のすべてが満たされなければならないとされます（企業結合会計基準 注 7）。 

ア. 企業結合が単一の取引で行われるか、又は、原則として、1 事業年度内に取引が完了する。 

イ. 交付株式の議決権の行使が制限されない。 

ウ. 企業結合日において対価が確定している。 

エ. 交付株式の償還又は再取得の取り決めがない。 

オ. 株式の交換を事実上無効にするような結合当事企業の株主の利益となる財務契約がない。 

カ. 企業結合の合意成立日前 1 年以内に、当該企業結合を目的として自己株式を受け入れていな

い。 
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b．支配関係を示す一定の事実が存在しないこと 

次のいずれにも該当しない場合には、支配関係を示す一定の事実が存在しないものとされます（企業

結合会計基準 注 8）。 

ア. いずれかの結合当事企業の役員もしくは従業員である者又はこれらであった者が、結合後企業

の取締役会その他これに準ずる機関（重要な経営事項の意思決定機関）を事実上支配してい

る。 

イ. 重要な財務及び営業の方針決定を支配する契約等により、結合当事企業のうちいずれかの企

業が他の企業より有利な立場にある。 

ウ. 企業結合日後 2 年以内にいずれかの結合当事企業が投資した大部分の事業を処分する予定

がある。 

 

3． 取得とされる企業結合の会計処理 

企業結合が取得とされた場合、取得企業においては、いわゆるパーチェス法により会計処理が行われ

ます（企業結合会計基準 17 項）。パーチェス法のプロセスは以下のとおりです。 

（1） 取得企業の判定 

（2） 取得原価の算定 

（3） 取得原価の配分 

（4） のれんの計上と償却 

（5） 増加資本の会計処理 

 

（1） 取得企業の判定 

取得とされた企業結合においては、いずれかの結合当事企業を取得企業として決定します。被取得企

業の支配を獲得することとなる取得企業を決定するためには、連結会計基準の考え方を用います（企

業結合会計基準 18 項）。連結会計基準では、実質支配力基準の考え方により「他の企業の意思決定

機関を支配している企業」が定義されており（連結会計基準 7）、企業結合の結果「他の企業の意思決

定機関を支配している企業」となる会社が取得企業と考えられます。 

また、連結会計基準の考え方によってどの結合当事企業が取得企業となるかが明確ではない場合に

は、主な対価の種類として、現金もしくは他の資産を引き渡す又は負債を引き受けることとなる企業結

合の場合には、通常、当該現金もしくは他の資産を引き渡す又は負債を引き受ける企業（結合企業）

が取得企業となります（企業結合会計基準 19）。 

主な対価の種類が株式（出資を含む。以下同じ。）である企業結合の場合には、通常、当該株式を交

付する企業（結合企業）が取得企業となります。ただし、必ずしも株式を交付した企業が取得企業にな

らないとき（逆取得）もあるため、対価の種類が株式である場合の取得企業の決定に当たっては、次の

ような要素を総合的に勘案しなければならないこととされます。（企業結合会計基準 20 項） 
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a． 総体としての株主が占める相対的な議決権比率の大きさ 

ある結合当事企業の総体としての株主が、結合後企業の議決権比率のうち最も大きい割合を占める

場合には、通常、当該結合当事企業が取得企業となります。なお、結合後企業の議決権比率を判断

するに当たっては、議決権の内容や潜在株式の存在についても考慮しなければならないとされます。 

 

b．最も大きな議決権比率を有する株主の存在 

結合当事企業の株主又は株主グループのうち、ある株主又は株主グループが、結合後企業の議決権

を過半には至らないものの最も大きな割合を有する場合であって、当該株主又は株主グループ以外に

は重要な議決権比率を有していないときには、通常、当該株主又は株主グループのいた結合当事企

業が取得企業となります。 

 

c．取締役等を選解任できる株主の存在 

結合当事企業の株主又は株主グループのうち、ある株主又は株主グループが、結合後企業の取締役

会その他これに準ずる機関（重要な経営事項の意思決定機関）の構成員の過半数を選任又は解任で

きる場合には、通常、当該株主又は株主グループのいた結合当事企業が取得企業となります。 

 

d．取締役会等の構成 

結合当事企業の役員もしくは従業員である者又はこれらであった者が、結合後企業の取締役会その

他これに準ずる機関（重要な経営事項の意思決定機関）を事実上支配する場合には、通常、当該役

員又は従業員のいた結合当事企業が取得企業となります。 

 

e．株式の交換条件 

ある結合当事企業が他の結合当事企業の企業結合前における株式の時価を超えるプレミアムを支払

う場合には、通常、当該プレミアムを支払った結合当事企業が取得企業となります。 

なお、結合当事企業のうち、いずれかの企業の相対的な規模（例えば、総資産額、売上高あるいは純

利益）が著しく大きい場合には、通常、当該相対的な規模が著しく大きい結合当事企業が取得企業と

なります（企業結合会計基準 21 項、22 項）。 

 

（2） 取得原価の算定 

取得企業の決定の後、被取得企業の取得原価の算定を行います。 

 

a．取得の対価 

被取得企業又は取得した事業の取得原価は、原則として、取引の対価となる財の企業結合日におけ

る時価で算定されます。対価となる財が現金である場合には、支出額が取得原価となりますが、支払

対価が現金以外の資産の引渡し、負債の引受け又は株式の交付の場合には、支払対価となる財の

時価と被取得企業又は取得した事業の時価のうち、より高い信頼性をもって測定可能な時価で算定

することとされます（企業結合会計基準 23 項）。 
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なお、支払対価として取得企業の株式が交付された場合の取得の対価の算定は、結合分離適用指

針では、図表 2 のように場合分けをして示しています（結合分離適用指針 38 項）。 

 

【図表 2】 

 

上記のように、企業結合の取得原価は、被取得企業から取得する資産及び負債の時価とは別に算定

されるため、これらの差額としてのれん又は負ののれんが生じます。 

 

b．取得関連費用の会計処理 

取得関連費用（外部のアドバイザー等に支払った特定の報酬・手数料等）は、発生した事業年度の費

用として処理します（企業結合会計基準 26 項）。平成 15 年会計基準では、取得とされた企業結合に

直接要した支出額のうち、取得の対価性が認められる外部のアドバイザー等に支払った特定の報酬・

手数料等は取得原価に含めることとされていましたが、平成 25 年改正会計基準においては、国際的な

会計基準に基づく財務諸表との比較可能性を改善する観点や取得関連費用のどこまでを取得原価の

範囲とするかという実務上の問題点を解消する観点から、発生した事業年度の費用として処理するこ

ととされました。なお、個別財務諸表における子会社株式の取得原価は、従来と同様、金融商品会計

基準及び金融商品会計に関する実務指針に従って算定することに留意が必要です。 

 

（3） 取得原価の配分 

取得原価は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債のうち企業結合日時点において識

別可能なもの（識別可能資産及び負債）の企業結合日時点の時価を基礎として、当該資産及び負債

に対して企業結合日以後 1 年以内に配分することとされます（企業結合会計基準 28 項）。なお、企業

結合日以後の決算において、配分が完了していなかった場合は、その時点で入手可能な合理的な情

報等に基づき暫定的な会計処理を行い、その後追加的に入手した情報等に基づき配分額を確定させ

ることとされます（企業結合会計基準注 6）。 

時価とは、公正な評価額を意味し、公正な評価額とは、通常は、観察可能な市場価額とされますが、

市場価格が観察できない場合には、合理的に算定された価額をいいます（企業結合会計基準 14 項）。 

識別可能資産及び負債とは、被取得企業から取得した資産及び負債のうち企業結合日時点において



25 

識別可能なものをいいます。識別可能資産及び負債の範囲は、被取得会社の企業結合日前の貸借

対照表において計上されていたか否かは問わず、企業がそれらに対して対価を支払って取得した場合、

原則として、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準の下に認識されるものです

（企業結合会計基準 99 項）。 

時価を基準にして配分するというのは、個々の識別可能資産及び負債に対し、それぞれの時価を付し

てゆくこととなりますので、識別可能資産及び負債の時価合計額と被取得企業の取得原価とは、一般

的には一致しません。識別可能資産及び負債の配分額よりも被取得企業の取得原価が大きい場合に

は、その差額をのれん又は負ののれんとします。 

 

（4） のれん及び負ののれんの計上と償却 

取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回る場合には、その超過額

はのれんとして会計処理し、下回る場合には、その不足額は負ののれんとして会計処理するとされてい

ます（企業結合会計基準 31 項）。 

 

a．のれん（正ののれん）の会計処理 

のれんは資産に計上し、20 年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法その他の合理的な方法

により規則的に償却することとされます。ただし、のれんの金額に重要性が乏しい場合には、当該のれ

んが生じた事業年度の費用として処理することができることとされます（企業結合会計基準 32 項）。 

 

b．負ののれんの会計処理 

負ののれんが生じることが見込まれる場合には、次の会計処理を行います（企業結合会計基準 33

項）。 

ア. 取得企業は、すべての識別可能資産及び負債が把握されているか、また、それらに対する取得

原価の配分が適切に行われているかどうかを見直す。 

イ. ア.の見直しを行っても、なお取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額

を下回り、負ののれんが生じる場合には、当該負ののれんが生じた事業年度の利益（原則として

特別利益）として処理する。 

ウ. 関連会社と企業結合したことにより発生した負ののれんは、持分法による投資評価額に含まれ

ていたのれん当額の未償却部分と相殺し、のれん又は負ののれんが新たに計算されます（結合

分離適用指針 78 項）。 

 

（5） 増加資本の会計処理 

企業結合の対価として、取得企業が新株を発行した場合には、払込資本（資本金又は資本剰余金）

の増加として処理します。増加すべき払込資本の内訳項目（資本金、資本準備金又はその他資本剰

余金）は、会社法（会社計算規則）の規定に基づき決定することとされます（結合分離適用指針 79

項）。 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 4 回：組織再編の手法と会計処理の具体例 

2015.10.22 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

4． 各種組織再編手法別の数値例による取得の会計処理の解説 

以下では、合併、株式交換、株式移転及び会社分割といった各組織再編手法において、企業結合が

取得とされた場合の会計処理について、数値例を用いて解説いたします。数値例においては、組織再

編当事会社の組織再編直前の貸借対照表につき同じものを使用し、組織再編手法が異なっても、結

果が同じとなるように考慮されています。 

 

（1） 吸収合併 

a. 前提条件 

 A 社が B 社の株式を株式交換で 100％子会社化。企業結合は「取得」に該当する。 

 取得企業は、A 社と判定された。 

 発行済株式数は、A 社：1,000 株、B 社：50 株 すべて普通株式である。 

 B 社の土地時価評価額：7,000（土地以外の資産及び負債は時価と簿価が等しい） 

 増加する株主資本は、すべてその他資本剰余金とする。 

 A 社の株式時価は＠140。株式交換比率は 1：2 

 対価はすべて普通株式であり、新株の発行による。 

 

合併直前の各社の貸借対照表 

  A 社 B 社 

現金  60,000 12,000 

土地  20,000 5,000 

その他資産  2,000 200 

資産の部計  82,000 17,200 

     

負債  （19,000） （8,000） 

資本金  （50,000） （200） 

利益剰余金  （13,000） （9,000） 

負債・純資産の部  （82,000） （17,200） 
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b. 取得原価の計算 

 増加する株式数＝B 社の発行済株式数×株式交換比率＝50 株×2＝100 株 

 取得原価＝増加する株式数×A 社の株式時価＝100 株×＠140＝14,000  

 

c. A 社の株式交換の仕訳 

 

仕訳を図表にすると図表 1 の「時価評価後の受入資産及び負債」のようになります。 

図表 3：時価評価後の受入資産及び負債 

 

※括弧の数字は「第 3 回 3.取得とされる企業結合の会計処理」の項目に対応しています。 

 

d. 株式交換後の A 社の貸借対照表 

  合併前 合併仕訳 合併後 

現金  60,000 12,000 72,000

土地  20,000 7,000 27,000

その他資産  2,000 200 2,200

のれん   2,800 2,800

資産合計  82,000 22,000 104,000

     

負債  （19,000） （8,000） （27,000）

資本金  （50,000）  （50,000）
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その他資本剰余金   （14,000） （14,000）

利益剰余金  （13,000）  （13,000）

負債純資産合計  （82,000） （22,000） （104,000）

 

（2） 株式交換 

a. 前提条件 

 A 社が B 社の株式を株式交換で 100％子会社化。企業結合は「取得」に該当する。 

 取得企業は、A 社と判定された。 

 発行済株式数は、A 社：1,000 株、B 社：50 株 すべて普通株式である。 

 B 社の土地時価評価額：7,000（土地以外の資産及び負債は時価と簿価が等しい） 

 増加する株主資本は、すべてその他資本剰余金とする。 

 A 社の株式時価は＠140。株式交換比率は 1：2 

 対価はすべて普通株式であり、新株の発行による。 

 A 社は、株式交換の直前まで、B 社株式を有していない。 

 株式交換直前の各社の貸借対照表は（1）吸収合併の a．前提条件と同じ。 

 

b. 取得原価の計算 

 増加する株式数＝B 社の発行済株式数×株式交換比率＝50 株×2＝100 株 

 取得原価＝増加する株式数×A 社の株式時価＝100 株×＠140＝14,000  

 

c. A 社の株式交換の仕訳 

 

 

d. 株式交換後の A 社の貸借対照表 

  株式交換前 株式交換仕訳 株式交換後 

     

現金  60,000  60,000

土地  20,000  20,000

その他資産  2,000  2,000

B 社株式   14,000 14,000

資産合計  82,000 14,000 96,000
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負債  （19,000）  （19,000）

資本金  （50,000）  （50,000）

その他資本剰余金   （14,000） （14,000）

利益剰余金  （13,000）  （13,000）

負債資本合計  （82,000） （14,000） （96,000）

また、B 社は A 社の 100％子会社となったため、A 社が連結財務諸表を作成することとなります。 

 

e. 株式交換後の A 社の連結貸借対照表 

株式交換後の連結貸借対照表を精算表形式で表すと以下のようになります。 

  A 社  B 社  個 別 合

算  

時 価 評

価  

投 資 と 

資 本 相

殺 消 去  

連 結  

現金  60,000 12,000 72,000     72,000

土地  20,000 5,000 25,000 2,000   27,000

その他資産  2,000 200 2,200     2,200

B 社株式  14,000  14,000   (14,000) 0

のれん        2,800 2,800

資産合計  96,000 17,200 113,200 2,000 (11,200) 104,000

           

負債  (19,000) (8,000) (27,000)     (27,000)

資本金  (50,000) (200) (50,200)   200 (50,000)

その他資本剰余金  (14,000)  (14,000)     (14,000)

利益剰余金  (13,000) (9,000) (22,000)   9,000 (13,000)

評価差額      (2,000) 2,000 0

負債純資産合計  (96,000) (17,200) (113,200) (2,000) 11,200 (104,000)

上記の連結貸借対照表が「（1）吸収合併 d．合併後の A 社の貸借対照表」 と同じであることをご確認

ください。 

 

（3） 株式移転 

a. 前提条件 

 A 社と B 社は株式移転により共同持株会社 P 社を設立。A 社と B 社の企業結合は「取得」に該当。 

 取得企業は A 社と判定された。 

 B 社の土地時価評価額：7,000（土地以外の資産及び負債は時価と簿価が等しい） 
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 増加する株主資本は、資本金の増加額を 50,000 とし、残額を資本剰余金とする。 

 B 社の取得の対価は 14,000。 

 対価は、すべて普通株式であり、新株の発行による。 

 株式移転直前の各社の貸借対照表は、（1）吸収合併の a．前提条件と同じ。 

 

b. 取得企業の判定 

株式移転による共同持株会社の設立の形式をとる企業結合が取得とされた場合には、取得企業の決

定規準に従い、いずれかの株式移転完全子会社を取得企業として取り扱うこととされます（結合分離

適用指針 120 項）。本設例では、A 社を取得企業とします。 

 

c. 取得原価の計算と仕訳 

株式移転設立完全親会社（P 社）が受け入れた株式移転完全子会社株式（取得企業（A 社）株式及び

被取得企業（B 社）株式）の取得原価は、それぞれ次のように算定されます（結合分離適用指針 121

項）。 

 

ア. 子会社株式（取得企業（A 社）株式） 

株式移転日の前日における株式移転完全子会社（取得企業（A 社））の適正な帳簿価額による株主資

本の額に基づいて算定します。本設例では株式移転直前の A 社の株主資本の額は、63,000（＝資本

金：50,000＋利益剰余金：13,000）なので仕訳は以下のとおりです。 

 

なお、株式移転日の前日における株式移転完全子会社（取得企業）の適正な帳簿価額による株主資

本の額と、直前の決算日に算定された当該金額との間に重要な差異がないと認められる場合には、株

式移転設立完全親会社が受け入れた子会社株式（取得企業株式）の取得原価は、株式移転完全子

会社（取得企業）の直前の決算日に算定された適正な帳簿価額による株主資本の額により算定する

ことができることとされます。 

 

イ. 子会社株式（被取得企業（B 社）株式） 

被取得企業（B 社）株式の取得原価については、取得の対価に付随費用を加算して算定します。なお、

付随費用の取扱いは、金融商品会計実務指針に従います。本設例では、付随費用がないため、前提

条件にある 14,000 が B 社株式の取得原価となります。仕訳は以下のとおりです。 

 

 

ウ. 払込資本について 

受け入れた株主資本の額を、前提条件に従い資本金とその他資本剰余金とに振り替えます。 
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d. 株式移転後の P 社の貸借対照表 

株式移転後の P 社の貸借対照表は以下のとおりです。 

株式移転直後の P 社の貸借対照表 

A 社株式  63,000 資本金  （50,000） 

B 社株式  14,000 その他資本剰余金  （27,000） 

資産の部計  77,000 負債・純資産の部  （77,000） 

また、A 社及び B 社は、P 社の 100％子会社となったため、P 社が連結財務諸表を作成することとなり

ます。 

 

e. 株式移転後の P 社の連結貸借対照表 

株式移転後の連結貸借対照表を精算表形式で表すと以下のようになります。 

 

株式移転の場合には、P 社の連結財務諸表上において、取得企業（A 社）の利益剰余金を引き継ぎま

す（結合分離適用指針 125 項、設例 15）。上記の連結貸借対照表が、（1）吸収合併 d．合併直後の貸

借対照表及び（2）株式交換 e．株式交換直後の連結貸借対照表と同じになることをご確認ください。な

お、本設例では付随費用はありませんが、もし付随費用が発生した場合は、連結損益計算書で費用と

して会計処理する必要があります。 

 

（4） 会社分割 

a. 前提条件 

 A 社が B 社の X 事業を吸収分割。A 社と B 社の X 事業の企業結合は「取得」に該当する。 

 取得企業は A 社と判定された。 

 B 社の X 事業に係る土地の時価評価額：7,000（土地以外の資産及び負債は時価と簿価が等しい） 
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 増加する株主資本は、すべてその他資本剰余金とする。 

 A 社の株式時価は＠140。発行する株式数は 100 株 

 対価はすべて普通株式であり、新株の発行による。 

 各社の個別貸借対照表と X 事業の資産及び負債は以下のとおり 

  A 社 B 社 うち B 社の X 事業 

現金  60,000 30,000 12,000 

土地  20,000 12,000 5,000 

その他資産  2,000 500 200 

資産合計  82,000 42,500 17,200 

        

負債  （19,000） （14,000） （8,000） 

資本金  （50,000） （20,000）   

利益剰余金  （13,000） （8,500）   

負債純資産合計  （82,000） （42,500）   

会社分割の場合は、分割された事業を受け入れる分割承継会社と、事業を分離する分割会社と二つ

の会社が登場します。企業結合が取得とされる会社分割の場合には、分割承継会社（設例では A 社）

が取得企業となります。 

 

b. 分割承継会社の会計処理 

ア. 取得原価の計算 

 取得原価＝発行する株式数×A の株式時価＝100 株×140＝14,000 

 

イ. 分割承継会社における仕訳 

 

 

ウ. 分割直後の A 社の貸借対照表 

  分割承継前 分割承継仕訳 分割承継後 

現金  60,000 12,000 72,000 

土地  20,000 7,000 27,000 

その他資産  2,000 200 2,200 
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のれん    2,800 2,800 

資産合計  82,000 22,000 104,000 

        

負債  （19,000） （8,000） （27,000） 

資本金  （50,000）   （50,000） 

その他資本剰余金    （14,000） （14,000） 

利益剰余金  （13,000）   （13,000） 

負債純資産合計  （82,000） （22,000） （104,000） 

本設例では、B 社の分割事業に係る資産及び負債の金額を、（1）吸収合併、（2）株式交換及び（3）株

式移転における B 社の貸借対照表上の資産及び負債の金額と同じにしているため、分割承継会社の

分割後の個別貸借対照表上の金額は、「（1）吸収合併 d．合併後の A 社の貸借対照表」、「（2）株式

交換 e．株式交換後の A 社の連結貸借対照表」及び「（3）株式移転 e．株式移転後の P 社の連結貸

借対照表」と同じになることを確認してください。 

 

c. 分割会社の会計処理 

移転した事業に関する投資が清算されたと見る場合には、移転損益を認識します（事業分離等会計基

準 10 項（1））。 

ア. 移転損益の計算 

移転損益の計算式は以下のとおりです。 

移転損益 

＝事業の対価の額－移転した事業に係る株主資本相当額（*）  

* 移転した事業に係る資産及び負債の移転直前の適正な帳簿価額による差額から、当該事業に係

る評価・換算差額等及び新株予約権を控除した額 

移転損益＝14,000－（17,200－8,000）＝4,800 

 

イ. 分割会社における仕訳 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 5 回：逆取得の会計処理 

2015.11.12 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

5．逆取得について 

企業結合が議決権のある株式の交付により行われる場合は、通常、議決権のある株式を交付する企

業が取得企業とされますが、吸収合併の場合など、法律上存続する会社（存続会社）が議決権のある

株式を交付するものの、法律上消滅する会社（消滅会社）の株主が合併後に存続会社の議決権総数

の過半数を保持又は受け取る結果、消滅会社が取得企業に該当し、存続会社が被取得企業に該当

する場合があります。このような事象は、議決権のある株式を交付した会社と企業結合会計上の取得

企業とが一致しないという意味で「逆取得」と呼ばれます。 

例えば吸収合併が逆取得となる場合、存続会社の個別財務諸表上では消滅会社の資産及び負債を

合併直前の適正な帳簿価額で引き継ぐことになりますが、連結財務諸表上では経済的実態に即して

消滅会社を取得企業、存続会社を被取得企業としてパーチェス法が採用されます。 

 

（1） 吸収合併の場合 

a. 逆取得の具体例 

吸収合併の場合には、前述のように消滅会社＝取得企業、存続会社＝被取得企業となるケースが逆

取得にあたります。 

図表 4 では合併前の A 社と B 社の状況を示しています。一方、図表 5 では A 社と B 社が合併する際

に、A 社が新株を発行することにより、消滅会社の株主である旧 B 社株主が A 社の議決権の過半数

（60％）を獲得し、消滅会社である B 会社が取得企業と判定された場合を示しています。  

 

 

b. 個別財務諸表上の会計処理 

ア. 消滅会社の受入資産及び負債の受入 

吸収合併をする場合において、取得企業が法律上存続する会社（吸収合併存続会社）と異なる場合、

吸収合併存続会社の個別財務諸表では、吸収合併消滅会社（取得企業）の資産及び負債を合併直

前の適正な帳簿価額により計上します（結合分離適用指針 84 項）。 

 

イ. 受入資産及び負債の差額の会計処理 
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吸収合併消滅会社（取得企業）の資産及び負債の差額については、吸収合併消滅会社（取得企業）

の合併期日の前日の適正な帳簿価額による株主資本の額を払込資本（資本金又は資本剰余金）とし

て処理します。なお、増加すべき払込資本の内訳項目（資本金、資本準備金又はその他資本剰余金）

は、会社法の規定に基づき決定します。また、評価・換算差額等及び新株予約権は適正な帳簿価額

で引き継ぎます（結合分離適用指針 84 項（1）①ア、 ②）。 

 

c. 連結財務諸表上の会計処理 

逆取得となる吸収合併が行われた場合には、存続会社を被取得企業としてパーチェス法を適用します

（結合分離適用指針 85 項）。  

 

ア. 取得原価の算定 

取得原価は、原則として、取得の対価となる財の企業結合日における時価で算定します。ただし、取得

の対価となる財の時価は、吸収合併存続会社（被取得企業）の株主が合併後の会社（結合後企業）

に対する実際の議決権比率と同じ比率を保有するのに必要な数の吸収合併消滅会社（取得企業）の

株式を、吸収合併消滅会社（取得企業）が交付したものとみなして算定することとされます（企業結合

会計基準注 1、結合分離適用指針 85 項（1））。この交付株式数の計算式は以下のとおりです（すべて

普通株式の場合）。 

合併後の存続会社株主の議決権比率＝ 
X 

X＋合併前の消滅会社発行済株式総数

上式を X について解くことにより、みなし交付株式数を計算することができます。 

 

イ. 取得原価の配分 

吸収合併存続会社（被取得企業）から受け入れた資産及び負債を時価に置き換えます（結合分離適

用指針 85 項（2））。  

 

ウ. 増加すべき株主資本の会計処理 

ア.取得原価の算定で算定された取得の対価を払込資本に加算します。ただし、連結財務諸表上の資

本金は吸収合併存続会社（被取得企業）の資本金とし、これと合併直前の連結財務諸表上の資本金

（吸収合併消滅会社の資本金）が異なる場合には、その差額を資本剰余金に振り替えます（結合分離

適用指針 85 項（3））。 

 

（2）株式交換の場合 

a. 逆取得の具体例 

株式交換の場合には、株式交換完全子会社＝取得企業、株式交換完全親会社＝被取得企業となる

ケースが逆取得に当たります。 

図表 6 は、株式交換が行われる前の状態を表していますが、A 社は、B 社の発行済株式の 60％を保有

している B 社の親会社であるとします。両者との発行済株式はすべて普通株式であり、株式交換比率

を B 社株式 1 株に対し、A 社株式を 2 株とします。B 社の A 社以外の株主は W 社です。  
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株式交換により、B 社の非支配株主である W 社が持っていた B 社株式 40 株に対し、A 社株式 80 株

が割り当てられます。よって、株式交換後では、交換前から A 社株式を保有する A 社株主の保有株式

数（議決権数）が 70 株、交換前に B 社の非支配株主であった B 社の非支配株主の株式保有数（議決

権数）は 80 株となり、株式交換後は、図表 7 のようになります。 

 

図表 7 では、株式交換後に株式交換完全子会社の株主であった W 社が議決権の過半数である

53.3％（＝80 株÷150 株）を獲得することにより株式交換完全親会社である A 社の支配を獲得します。

そのため、逆取得となり、株式交換完全子会社である B 社が取得企業となります。このように、株式交

換比率の程度によっては、完全子会社化により非支配株主を排除するつもりが、逆に完全親会社とし

ての支配力を喪失してしまうことがあります。 

 

b. 個別財務諸表上の会計処理 

株式交換において逆取得となる場合、当該株式交換完全親会社が取得する株式交換完全子会社株

式（取得企業株式）の取得原価は、株式交換日の前日における株式交換完全子会社（取得企業）の

適正な帳簿価額による株主資本の額に基づいて算定します（企業結合会計基準 36 項、結合分離適

用指針 118 項）。 
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企業結合の対価として、株式交換完全親会社が新株を発行した場合には、払込資本（資本金又は資

本剰余金）の増加として会計処理します。なお、増加すべき払込資本の内訳項目（資本金、資本準備

金又はその他資本剰余金）は、会社法の規定に基づき決定します。また、増加すべき株主資本の額は、

株式交換完全子会社株式（取得企業株式）の取得価額に準じて算定されます（結合分離適用指針

117－2 項）。 

 

c. 連結財務諸表上の会計処理 

株式交換完全子会社（取得企業）は、株式交換完全親会社（被取得企業）を被取得企業としてパーチ

ェス法を適用します。具体的には、株式交換日の前日における株式交換完全子会社（取得企業）の連

結財務諸表上の金額（連結財務諸表を作成していない場合には個別財務諸表上の金額）に、次の手

順により算定された額を加算します（結合分離適用指針 119 項）。 

 

ア. 取得原価の算定 

取得原価は、原則として、取得の対価となる財の企業結合日における時価で算定します。ただし、取得

の対価となる財の時価は、株式交換完全親会社（被取得企業）の株主が結合後企業（株式交換完全

親会社）に対する実際の議決権比率と同じ比率を保有するのに必要な数の株式交換完全子会社（取

得企業）の株式を、株式交換完全子会社（取得企業）が交付したものとみなして算定することとされま

す（企業結合会計基準注 1、結合分離適用指針 119 項（1））。 

取得原価は、原則として、取得の対価（支払対価）となる財の企業結合日における時価で算定します

（結合分離適用指針 36 項）。 

 

イ. 取得原価の配分 

株式交換完全親会社（被取得企業）となる企業から受け入れた資産及び引き受けた負債の会計処理

については、取得の場合に準じて処理します（結合分離適用指針 119 項（2））。 

 

ウ. 増加すべき株主資本の会計処理 

上記ア.取得原価の算定で算定された取得の対価を払込資本に加算します。ただし、連結財務諸表上

の資本金は株式交換完全親会社（被取得企業）の資本金とし、これと株式交換直前の連結財務諸表

上の資本金（株式交換完全子会社の資本金）が異なる場合には、その差額を資本剰余金に振り替え

ます（結合分離適用指針 119 項（3））。 

 

（3）吸収分割の場合 

a. 逆取得の具体例 

吸収分割の場合は、事業を分離した会社にとっては事業分離であり、事業を承継した会社にとっては

企業結合となります。吸収分割が取得とされる場合には、事業を承継した分割承継会社が取得企業と

なります。吸収分割が逆取得となる場合には、事業を分離した会社が取得企業となります。 

下記の図表 8 は会社分割前における A 社と B 社の状態を示しています。一方、図表 9 では、B 社が事

業（第 1 部門）を分離し、A 社が新株を発行することによりこれを承継して、株式を受け取った会社（B 社）
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の議決権比率が承継後の A 社発行済株式の過半数を占める場合を示しています。この場合、B 社株

主が B 社の支配を通じて A 社の支配を獲得するため、取得企業は分離元企業の B 社となり、B 社は A

社を連結することになります。 

 

 

b. 逆取得となる吸収分割の会計処理（分割承継会社） 

 個別財務諸表上の会計処理 

ア. 移転事業に係る資産及び負債の受入 

分割承継会社は、分割会社から承継する事業の資産及び負債を適正な帳簿価額で評価し受け入れ

ます（結合分離適用指針 87 項）。 

 

イ. 移転事業に係る株主資本相当額の取扱い 

移転事業に係る資産及び負債の移転直前の適正な帳簿価額による差額からウ.の移転事業に係る評

価・換算差額等及び新株予約権を控除した額を払込資本として処理します。また、増加すべき払込資
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本の内訳項目（資本金、資本準備金又はその他資本剰余金）は、会社法の規定に基づき決定します

（結合分離適用指針 87 項（1）①）。 

 

ウ. 移転事業に係る評価・換算差額等の取扱い 

移転事業に係る評価・換算差額等及び新株予約権については、吸収分割会社又は現物出資会社の

移転直前の適正な帳簿価額を引き継ぎます（結合分離適用指針 87 項（1）②）。 

 

c. 逆取得となる吸収分割の会計処理（分割会社） 

 個別財務諸表上の会計処理 

分割会社（分離元企業）が受け取った分割承継会社（分離先企業）の株式（子会社株式）の取得原

価は、移転事業に係る株主資本相当額に基づいて算定します。よって、分割会社（分離元企業）は、

移転損益を認識しません（結合分離適用指針 88 項、98 項（1））。 

 連結財務諸表上の会計処理 

分割承継会社（分離先企業）に係る分割会社（分離元企業）の持分の増加額と移転した事業に係

る分割会社（分離元企業）の持分の減少額との差額は、親会社の持分変動による差額とのれん（又

は負ののれん）に区分して会計処理します（結合分離適用指針 98 項（2））。 

分割会社（B 社）は、企業結合日において、A 社の支配を獲得し、新規連結をすることになります。支

配獲得の対価は、移転事業（第 1 部門）の時価となります。分割会社（B 社）は、移転事業（第 1 部

門）を A 社に移転することで、移転事業の支配は失いませんが、非支配株主との取引により、持分

比率を下げることとなります。よって、減少した持分比率に係る移転事業（第 1 部門）に係る株主資

本相当額と移転事業（第 1 部門）の時価との差額を資本準備金として処理します。 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 6 回：共通支配下の取引等の会計処理①（親会社と子会社の合併） 

2015.11.17 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

6． 共通支配下の取引等の会計処理（その 1：親会社と子会社の合併） 

（1） 親会社による連結子会社の吸収合併の会計処理 

a. 個別財務諸表上の会計処理 

ア. 吸収合併消滅会社である子会社の合併期日の前日における決算 

合併期日の前日に決算を行い、資産、負債および純資産の適正な帳簿価額を算定します（結合分離

適用指針 205 項）。 

 

イ. 親会社における個別財務諸表における資産および負債の受入の会計処理 

共通支配下の取引により企業集団内を移転する資産および負債は、原則として、移転直前（合併期

日の前日）に付されていた適正な帳簿価額により計上することとされます（企業結合会計基準 41 項, 

結合分離適用指針 206 項（1））。 

ただし、親会社と子会社が企業結合する場合において、資本連結に当たり子会社の資産および負債

を時価評価している場合など、子会社の資産および負債の帳簿価額を連結上修正しているときは、親

会社が作成する個別財務諸表においては、連結財務諸表上の金額である修正後の帳簿価額（のれん

を含む）により計上することとされます（企業結合会計基準注 9、結合分離適用指針 207 項（1）（2））。 

また、連結財務諸表の作成に当たり、子会社の資産又は負債に含まれる未実現損益（親会社の個別

財務諸表上、損益に計上された額に限る）を消去している場合には、親会社の個別財務諸表上も、未

実現損益消去後の金額で当該資産又は負債を受け入れ、当該修正に伴う差額は、特別損益に計上

します（結合分離適用指針 207 項（2））。 

 

ウ. 親会社の個別財務諸表における増加資本及びのれんの会計処理 

親会社は、子会社から受け入れた資産と負債との差額のうち、株主資本の額を合併期日直前の持分

比率に基づき、親会社持分相当額と非支配株主持分相当額に按分し、それぞれ次のように処理しま

す（結合分離適用指針 206 項（2）①）。  

ⅰ. 親会社持分相当額の会計処理 

親会社が合併直前に保有していた子会社株式（抱合せ株式）の適正な帳簿価額と親会社持分相当

額の差額を、特別損益（抱合せ株式消滅差額）に計上します（結合分離適用指針 206 項（2）①ア）。 

ⅱ. 非支配株主持分相当額の会計処理 

非支配株主持分相当額と、取得の対価（非支配株主に交付した親会社株式の時価）との差額をその

他資本剰余金とします。合併により増加する親会社の株主資本の額は、払込資本として会計処理しま

す（結合分離適用指針 206 項（2）①イ）。 

なお、非支配株主との取引の個別財務諸表上の会計処理は、企業集団の最上位に位置する会社が

非支配株主から子会社株式を追加取得する取引等に適用されます。 
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b. 連結財務諸表上の会計処理 

吸収合併が行われた後も引き続き親会社が連結財務諸表を作成する場合には、合併によりすでに消

滅した連結子会社の開始仕訳を個別財務諸表の合算の後にいったん計上したのち、当該開始仕訳に

ついて戻し処理を行います。また、個別財務諸表において子会社株式（抱合せ株式）の適正な帳簿価

額と親会社持分相当額の差額を特別損益に計上した金額につき、連結財務諸表上は、過年度に認

識済みの損益となるため、利益剰余金と相殺消去します（結合分離適用指針 208 項）。 

 

（2） 親会社による連結子会社の吸収合併: 数値例による解説 

a. 前提条件 

 3 月決算会社である P 社は、×1 年 3 月末に S 社の株式の 80％を 1,600 で買収し子会社化した 

 発行済株式総数は、P 社：20 株 S 社：20 株。 

 のれんは、20 年間で償却する。 

 ×1 年 3 月末の連結精算表は以下のとおり。 
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 ×2 年 3 月末の連結精算表は以下のとおり。 

 

 ×2 年 4 月 1 日（×2 年度 3 月期の翌期首）に、P 社は S 社を吸収合併する。 

 合併比率は 1：1 であり、P 社は S 社の非支配株主に 4 株発行する。 

 合併の合意公表日の P 社の株式時価は＠130。 

 増加する株主資本はすべてその他資本剰余金とする。 

 

b. ×2 年 4 月 1 日における合併仕訳 

ア. 親会社持分相当額の会計処理 

 

※1： 資産および負債の親会社持分相当額は、S 社資産および負債残高に親会社の持分比率である

80％を乗じて計算します。 

※2： のれんは、連結財務諸表における未償却残高 76（＝80－4）を計上します。 
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※3： 吸収合併消滅会社である S 社の取得後増加剰余金（676－200＝476）は、抱合せ株式消滅差

益として、特別損益項目に計上されます。 

 

イ. 非支配株主持分相当額の会計処理 

 

※1：資産および負債の非支配株主持分相当額は、S 社資産および負債残高に非支配株主の持分比

率である 20％を乗じて計算します。 

※2： 合併により、非支配株主から支配が移ってくる部分につき、取得したものとして、取得の対価（4

株×130＝520）に基づき、資本剰余金を計上します。 

※3： 非支配株主持分相当額と、取得の対価との差額を資本剰余金として計上します。  

以上の合併仕訳を精算表形式で示すと、以下のようになります。 
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c. ×3 年 3 月期における連結仕訳 

連結会社が P 社と S 社しかないという想定では、×3 年 3 月期からは、連結財務諸表を作成する必要

がなくなりますが、仮に S 社以外に連結子会社があるものとして、S 社の合併連結除外の仕訳を考える

こととします。 

ア. 開始仕訳 

 
 

イ. 開始仕訳の戻し仕訳 

 

連結除外とするため、開始仕訳の戻し仕訳をします。 

 

ウ. 抱合せ株式消滅損益の修正 

 

特別損益に計上された抱合せ株式消滅差損益は、連結財務諸表上では、過年度に認識済みの損益

であるため、利益剰余金と相殺消去します。 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 7 回：共通支配下の取引等の会計処理②（子会社同士の合併） 

2015.11.17 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

7． 共通支配下の取引等の会計処理（その 2：子会社同士の合併） 

（1） 連結子会社による他の連結子会社の吸収合併の会計処理 

a. 吸収合併存続会社である子会社の個別財務諸表上の会計処理（合併対価が株式のみの場合） 

ア. 吸収合併消滅会社である子会社の合併期日の前日における決算 

吸収合併消滅会社である子会社は、合併期日の前日に決算を行い、資産および負債の適正な帳簿

価額を算定します（企業結合会計基準 41 項 、結合分離適用指針 246 項、［設例 29-2］） 

 

イ. 資産・負債の受入の会計処理 

吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から受け入れる資産および負債は、合併期日の前日に付さ

れた適正な帳簿価額により計上します（企業結合会計基準 41 項、結合分離適用指針 247 項（1））。 

 

ウ. 増加資本の会計処理 

ⅰ. 株主資本項目の取扱い 

連結子会社（存続会社）は吸収合併消滅会社の合併期日の前日の適正な帳簿価額による株主資本

の額を払込資本（資本金又は資本剰余金）として会計処理します。なお、吸収合併消滅会社の合併期

日の前日の適正な帳簿価額による株主資本の額がマイナスの場合および後述の抱合せ株式等の会

計処理により株主資本の額がマイナスとなる場合には、払込資本をゼロとし、その他利益剰余金のマ

イナスとして処理します（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（1）①）。 

また、合併の対価が自社の株式のみである場合には、吸収合併存続会社は、吸収合併消滅会社の

合併期日の前日の資本金、資本準備金、その他資本剰余金、利益準備金およびその他利益剰余金

の内訳科目（ただし、積立目的の趣旨は同じであるが、吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社の間

でその名称が形式上異なる場合に行う積立金の名称変更を除く）を、後述の抱合せ株式等の会計処

理を除き、そのまま引き継ぐことができます。当該取扱いは、吸収合併消滅会社の適正な帳簿価額に

よる株主資本の額がマイナスとなる場合も同様です（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（1）②）。 

 

ⅱ. 株主資本以外の項目の引継ぎ 

吸収合併存続会社は、吸収合併消滅会社の合併期日の前日の評価・換算差額等および新株予約権

の適正な帳簿価額を引き継ぎます（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（2））。  

 

エ. 抱合せ株式の会計処理 

吸収合併存続会社である子会社が吸収合併消滅会社である子会社の株式（関連会社株式又はその

他有価証券）を保有している場合で、新株を発行したときの吸収合併存続会社の増加すべき株主資

本の会計処理は、次のいずれかの方法により処理します（結合分離適用指針 247 項（3））。 
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 吸収合併消滅会社の株主資本の額から当該抱合せ株式の適正な帳簿価額を控除した額を払込

資本の増加（当該差額がマイナスの場合にはその他利益剰余金の減少）として処理する。 

 吸収合併消滅会社の株主資本を引き継いだ上で、当該抱合せ株式の適正な帳簿価額をその他

資本剰余金から控除する。  

 

オ. 企業結合に要した支出額の会計処理 

企業結合に要した支出額は、発生時の事業年度の費用として処理します（結合分離適用指針 247 項

（4）） 

 

b. 結合当事企業の株主（親会社）に係る会計処理 

結合当事企業の株主（親会社）においては、交換損益は認識されず、吸収合併消滅会社の株主（親

会社）が受け取った吸収合併存続会社の株式（子会社株式）の取得原価は、引き換えられた吸収合

併消滅会社の株式（子会社株式）に係る企業結合日直前の適正な帳簿価額に基づいて計上します

（結合分離適用指針 248 項、［設例 29-2］）。 

 

c. 連結財務諸表上の会計処理 

吸収合併消滅会社の株主（親会社）は、連結財務諸表上、吸収合併存続会社に係る当該株主（親会

社）の持分の増加額（吸収合併消滅会社の株主としての持分比率が増加する場合は、吸収合併消滅

会社に係る当該株主（親会社）の持分の増加額）と吸収合併消滅会社に係る株主（親会社）の持分の

減少額（吸収合併存続会社の株主としての持分比率が減少する場合は、吸収合併存続会社に係る

当該株主（親会社）の持分の減少額）との間に生じる差額を、資本剰余金に計上します（結合分離適

用指針 249 項、［設例 29-2］）。 

 

（2） 連結子会社同士の吸収合併:数値例による解説 

a. 前提条件 

 P 社は、子会社 S1 社（60％保有）と子会社 S2 社（80％保有）を設立時から保有している。 

 S1 社と S2 社の発行済株式総数と親会社及び非支配株主が保有する株数は以下のとおり。 

  S1 社  S2 社  交換比率  合併後の S1 社

株式数  

合併後の持分

比率  

親会社保有株数  600 800 1.00 1,400 70.00% 

非支配株主の 

保有株数  

400 200 1.00 600 30.00% 

計  1,000 1,000   2,000   

 P 社による株式の取得価額は、S1 社：600、S2 社：1,600。 

 ×1 年 4 月 1 日に、子会社 S1 社を存続会社、S2 社を消滅会社とする合併が行われた。 

 企業結合日における S1 社、S2 社の会社の時価は、いずれも 5,000。 

 増加する純資産は、すべてその他資本剰余金とする。 
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 ×1 年 3 月期の連結精算表は、以下のとおり。 

  P 社  S1 社  S2 社  個 別 合

算  

投 資 と資 本 相 殺 消

去  

連 結  

S1 社  S2 社  

諸 資 産   20,800 4,000 5,000 29,800  0 0  29,800

S1 社 株 式   600 0 0 600 （600） 0  0

S2 社 株 式   1,600 0 0 1,600  0 （1,600） 0

資 産 合 計   23,000 4,000 5,000 32,000  0 0 0

             

諸 負 債   （14,000） （1,500） （2,000） （17,500）  0  0 （17,500）

             

資 本 金   （5,000） （1,000） （2,000） （8,000） 1,000 2,000 （5,000）

利 益 剰 余 金   （4,000） （1,500） （1,000） （6,500） 600 200 （5,700）

非 支 配 株 主

持 分   

0  0  0  0 （1,000） （600） （1,600）

負 債 純 資 産

合 計   

（23,000） （4,000） （5,000） （32,000） 0 0 （29,800）

 

b. ×1 年 4 月 1 日における合併仕訳 

 

受け入れる資産・負債は、S2 社において合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しま

す 

 

c. ×1 年 4 月 1 日における P 社の個別財務諸表上の処理 

 

S2 社株式の帳簿価額を S1 社株式に振り替えます。 

 

d. ×1 年 4 月 1 日における連結財務諸表上の処理 

S1 社、S2 社の開始仕訳および S2 社消滅に伴う開始仕訳の振戻処理については、省略します。 

ア. S1 社株式追加取得に係る連結仕訳 



48 

合併の前後で、S1 社の持分比率が 60％から 70％に増加していますので、10％増加部分につき追加取

得の会計処理を行います。 

 

※1：S1 社株式の取得原価は、S1 社の時価評価額（5,000）に持分比率の増加分（10%）を乗じて計算し

ます。 5,000×10％＝500 

※2：適正な帳簿価額に基づく純資産は、2,500（＝1,000＋1,500）であることから、減少する非支配株主

持分は、10％を乗じて計算します。 2,500×10％＝250 

※3：S1 社株式の取得原価（500）と減少する非支配株主持分（250）との差額（250）は、資本剰余金と

して計上します。  

以上を図で示すと図表 10 のようになります。 

 

図表 10 

 
 

イ. S2 社の親会社持分減少に係る連結仕訳 

ⅰ. 投資と資本の消去および払込資本の振替 

S1 社の受け入れた旧 S2 社部分につき、投資と資本の相殺消去の仕訳と、その他資本剰余金から取

得後増加剰余金をその他利益剰余金に振り替える仕訳は以下です。 
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※1：S2 社の純資産 3,000×20％＝600 

※2：S2 社取得後増加剰余金 1,000×80％＝800 

非支配株主持分は、合併により持分に変動がおきる以前の比率で計上します。取得後増加剰余金は、

非支配株主持分が存在するため、親会社持分に帰属する部分のみ計上します。 

 

ⅱ. 持分の変動 

 

※1：S2 社持分の減少額は、S2 社の資産・負債の適正な帳簿価額に基づく純資産（3,000）に減少する

持分比率を乗じて計算します。 3,000×10％＝300 

※2：減少する S2 社持分に係る価値は、S2 社の時価（5,000）に減少する持分比率（10％）を乗じた 500

となります。また、取得する S1 社株式の時価も同じく 500 ですが、これは S1 社持分の減少と S2 社持

分の増加とが、理論的には等価交換であることによります。 

※3：※1 と※2 の差額が資本剰余金となります。 

 

以上を図で示すと図表 11 のようになります。 

図表 11 

 

 

また、S1 社および S2 社の図表を連結したのが以下の図表 12 です。連結精算表と合わせてみますと、

S1 社および S2 社の持分比率の移動に係る部分の企業価値は同じ額（500）であることが分かります。

なお、平成 25 年改正会計基準においては、時価を用いることなく、簿価純資産のみを基礎として持分

変動による差額を算定することができます。 
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図表 12 

 

 

連結精算表は以下のとおりです。 
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企業結合（平成 25 年改正会計基準） 

第 8 回：共同支配企業および開示 

2015.11.18 

新日本有限責任監査法人 公認会計士 伊藤 毅 

 

8． 共同支配企業の形成 

（1） 共同支配企業の会計処理 

a. 資産及び負債の会計処理 

共同支配企業の形成において、共同支配企業は、共同支配投資企業から移転する資産および負債

を、移転直前に共同支配投資企業において付されていた適正な帳簿価額により計上します（企業結合

会計基準 38 項、結合分離適用指針 182 項）。 

 

b. 増加資本の会計処理 

増加資本の会計処理は、連結子会社同士の合併の会計処理に準じて以下のように処理します。 

ア. 株主資本項目の取扱い  

連結子会社（存続会社）は吸収合併消滅会社の合併期日の前日の適正な帳簿価額による株主資本

の額を払込資本（資本金又は資本剰余金）として会計処理します。なお、吸収合併消滅会社の合併期

日の前日の適正な帳簿価額による株主資本の額がマイナスの場合および後述の抱合せ株式等の会

計処理により株主資本の額がマイナスとなる場合には、払込資本をゼロとし、その他利益剰余金のマ

イナスとして処理します（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（1）①）。 

また、合併の対価が自社の株式のみである場合には、吸収合併存続会社は、吸収合併消滅会社の

合併期日の前日の資本金、資本準備金、その他資本剰余金、利益準備金およびその他利益剰余金

の内訳科目（ただし、積立目的の趣旨は同じであるが、吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社の間

でその名称が形式上異なる場合に行う積立金の名称変更を除く）を、後述の抱合せ株式等の会計処

理を除き、そのまま引き継ぐことができます。当該取扱いは、吸収合併消滅会社の適正な帳簿価額に

よる株主資本の額がマイナスとなる場合も同様です（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（1）②）。 

 

イ. 株主資本以外の項目の引継ぎ  

吸収合併存続会社は、吸収合併消滅会社の合併期日の前日の評価・換算差額等および新株予約権

の適正な帳簿価額を引き継ぎます（結合分離適用指針 247 項（2）、185 項（2））。  

 

（2） 共同支配投資企業の会計処理 

共同支配企業の形成において、共同支配企業に事業を移転した共同支配投資企業は次の会計処理

を行います（企業結合会計基準 39 項）。 

a. 個別財務諸表上、当該共同支配投資企業が受け取った共同支配企業に対する投資の取得原価

は、移転した事業に係る株主資本相当額に基づいて算定する。 
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b. 連結財務諸表上、共同支配投資企業は、共同支配企業に対する投資について持分法を適用す

る。 

 

（3） 共同支配企業の形成：数値例による解説 

以下では、共同新設分割を前提に、共同支配企業の形成の会計処理につき、数値例を用いて解説し

ます。 

a. 前提条件 

 ×1 年 4 月 1 日に A 社と B 社は共同新設分割により W 社を設立した。A 社と B 社の共同新設分

割は共同支配企業の形成と判定された。 

 W 社は 3 月決算会社である。 

 のれんは、20 年間で償却する。 

 A 社および B 社の移転する事業の移転直前の内容等は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

b. W 社（共同支配企業）の個別財務諸表上の会計処理 

ア. G 事業の受け入れ 

 

 

イ. H 事業の受け入れ 
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ウ. 受入仕訳の合計 

 

 

c. 共同支配投資企業の会計処理 

ア. 持分変動についての考え方について 

共同支配投資企業の具体的な会計処理に入る前に、分割される事業に係る持分変動を整理します。 

 

ⅰ. G 事業の純資産に係る持分変動 

共同新設分割直前では、G 事業は A 社が 100％支配していますが、会社分割後の状態では、このうち

40％の 2,200 が B 社に移転しています。図表 13 において、緑色の部分が A 社の持分額、黄色の部分

が B 社の持分額です。外側の点線の箇所が、G 事業の時価 7,200 です。このうち、A 社から B 社へ移

転した部分の時価 2,880（＝7,200×40％）から、同じく B 社へ移転した G 事業の純資産 2,200（＝

5,500×40％）を差し引いた金額が持分変動差額 680 となります。 

一方、B 社の立場からは，G 事業の 40%を取得したことになり、G 事業の純資産 2,200 を時価が超える

部分はのれんとなります。  

 

図表 13 

 

 

ⅱ. H 事業の純資産に係る持分変動 

分割直前では、H 事業に係る純資産は、B 社が 100％支配していましたが、分割により 60％部分を A

社の支配持分として手放すこととなります。図表 14 において、緑色の部分が A 社の持分額、黄色の部

分が B 社の持分額です。 
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共同新設会社分割前では、H 事業は B 社が 100％支配していますが、会社分割後の状態では、このう

ち 60%の 2,700 が A 社に移転しています。外側の点線の箇所が、H 事業の時価 4,800 です。このうち、

B 社から A 社へ移転した部分の時価 2,880（＝4,800×60％）から、同じく A 社へ移転した H 事業の純

資産 2,700（＝4,500×60％）を差し引いた金額が持分変動差額 180 となります。 

一方、A 社の立場からは、H 事業の 60%を取得したことになり、H 事業の純資産 2,700 を時価が超える

部分はのれんとなります。  

 

図表 14 

 

 

イ. 共同支配投資企業（A 社）の会計処理 

ⅰ. ×1 年 4 月 1 日における、個別財務諸表上の会計処理 

 

 

ⅱ. ×2 年 3 月 31 日における、連結財務諸表上の会計処理 

 持分変動差額の計上 

100％支配していた G 事業のうち 40%を、会社分割により B 社に移転することで、G 事業に対する持

分比率が 60％に下落します。そこで、B 社へ移転する 40％部分について持分変動差額を計上しま

す。 

 



55 

 のれん相当額の認識 

B 社より H 事業の 60％部分を取得するため、時価と純資産の差額がのれん相当額 180 に該当しま

す。ただし、持分法では、のれんについては「仕訳なし」となります。 

 持分法投資損益の計上 

×2 年 3 月期に W 社は利益を計上しているので、このうち A 社の持分比率相当額である 12,000（＝

20,000×60%）を、持分法投資利益として計上します。 

 

 

 のれん償却額の計上 

のれんは 20 年で償却するため、償却額は 9（＝180÷20）になります。 

 

 

ウ. 共同支配投資企業（B 社）の会計処理 

ⅰ. ×1 年 4 月 1 日における、個別財務諸表上の会計処理 

 

 

ⅱ. ×2 年 3 月 31 日における、連結財務諸表上の会計処理 

 持分変動差額の計上 

100％支配していた H 事業のうち 60%を、会社分割により A 社に移転することで、H 事業に対する持

分比率が 40％に下落します。そこで、A 社へ移転する 60％部分について持分変動差額を計上しま

す。 

 

 のれん相当額の認識 

A 社より G 事業の 40％部分を取得するため、時価と純資産の差額がのれん相当額 680 に該当しま

す。ただし、持分法のため、仕訳は計上しません。 

 持分法投資損益の計上 

×2 年 3 月期に W 社は利益を計上しているので、このうち B 社持分比率相当額である 8,000（＝

20,000×40%）を、持分法投資利益として計上します。 
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 のれん償却額の計上 

のれんは 20 年で償却するため、償却額は 34（＝680÷20）になります。 

 

 

9． 開示 

（1） 企業結合会計及び事業分離等会計に係る注記の注意点 

企業結合に該当する取引はすべて企業結合会計基準が適用されます（結合分離適用指針 31-2 項）。

よって、現金を対価とする子会社株式の取得についても、取引の実態が「企業結合」の定義に当ては

まるものであれば、連結財務諸表上、企業結合会計基準および事業分離等会計基準に準拠して注記

を行います。 

 

（2） 企業結合に係る注記 

企業結合に係る注記には、以下のようなものがあります。 

＜企業結合の注記＞ 

a. 取得とされた企業結合が行われた場合の注記（企業結合会計基準 49 項） 

b. 共通支配下の取引等の注記（企業結合会計基準 52 項） 

c. 共同支配企業の形成の注記（企業結合会計基準 54 項）  

 

＜事業分離の注記＞ 

d. 事業分離における分離元企業の注記（事業分離等会計基準 28 項） 

e. 事業分離が企業結合に該当しない場合の事業分離における分離先企業の注記（連結財規 15‐17

項、財規 8‐24 項） 

f. 子会社を結合当事企業とする株主（親会社）の注記（事業分離等会計基準 54 項） 

 

＜後発事象の注記＞ 

g. 企業結合に関する重要な後発事象等の注記（企業結合会計基準 55 項） 

h. 事業分離に関する重要な後発事象等の注記（事業分離等会計基準 30 項） 

i. 子会社の企業結合に関する後発事象等の注記（事業分離等会計基準 56 項） 

＜連結財務諸表を作成しない場合の注記＞ 

j. 逆取得となる企業結合が行われた場合の注記（企業結合会計基準 50 項） 

k. 段階取得となる企業結合が行われた場合の注記（企業結合会計基準 51 項） 

l. 子会社が親会社を吸収合併した場合で子会社が連結財務諸表を作成しない場合の注記（企業結

合会計基準 53 項） 

 


